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新型コロナウイルス感染症の拡大が続き、不安が増大しています。中

小企業は経営の危機に直面。多くの非正規労働者やフリーランスで働く

人たちは収入が絶たれ、生活が脅かされています。 

日本共産党は、苦境に陥っている個人・事業者に国の責任で、自粛要

請と一体での補償を、一刻も早く一律に現金支給をと求めています。  

一方、国、県、市などからは様々な新たな支援策、活用できる既存制

度がＨＰ等で紹介されていますが、必ずしもわかりやすいものになって

いません。日本共産党江南市議員団は、これまでも市に対し支援情報の

提供方法の改善を求めてきました。 

コロナ禍から暮らしと営業を守る 

現時点の制度を紹介します。 

◎休業や失業で生活資金にお困りの方 

申込先  江南市社会福祉協議会（53-8851） 

＜休業された方の緊急小口資金＞ 

対象者 ：コロナ感染症の影響による休業などで収入が減少し、生活

が苦しくなった世帯  

貸付上限 ：10万円（学校等の休業のためや個人事業主の場合は 20

万円） 

償還期間 ： ２年以内 据置期間１年以内  

利息・保証人 ：無利子・保証人不要  

 

＜失業等された方の総合支援資金＞ 

対象者：コロナ感染症の影響による失業や収入減少などで、生活 

に困窮、日常生活の維持が困難になっている世帯 

貸付上限 ：（２人以上世帯）月 20 万円以内  

（単身世帯）月 15 万円以内  ※貸付は原則３カ月以内 

償還期間 : 10 年以内 

据置期間 :１年以内  

利息・保証人 : 無利子・保証人不要 

＊ 申し込みから１週間程度で受けられます。 

＊ 償還時になお所得の減少が続いている場合 

（住民税非課税世帯など）は、償還が免除されることがあります。 

◎ 税金・公共料金などの支払いでお困りの方  

      相談先 江南市役所収納課など（54-1111） 

コロナ感染症の影響で、税金・公共料金などの支払い

が一時的に困難になった場合に、支払いが猶予される制

度があります。次の窓口にご相談下さい。 

●国保税（滞納分納分も）、住民税、固定資産税等 

 …保険年金課、税務課（減免）収納課（支払い猶予） 

●上下水道料金・・水道課、下水道課 

＊電気代、ガス代の支払い猶予も可能 

（各事業者まで） 

 

◎ 家賃の支払いが困難でお困りの方 

  相談先 江南市役所福祉課（54-1111） 

〈住居確保給付金〉支給要件が緩和される予定 

コロナ感染症の影響で仕事を失っただけでなく、住

まいも失ったり、家賃を払えなくなったりする人に対

し、原則 3 カ月家賃相当額を支給するもの。一定の資

産収入等に関する要件を満たしている人が対象。 

 

◎ 小学校等の休業に伴う休業補償  

コロナ感染症による小学校・特別支援学校・学童保

育・放課後デイ・幼稚園・保育所等に通う子どもの世話

のために仕事を休んだ保護者に補償 

 ○事業所が賃金を払って休ませた場合（特別休暇）  

１日 8330 円を上限に事業所に助成金  

○フリーランスなど個人事業主への休業補償  

委託を受けて個人で仕事をしている人に、 

１日 4100 円（定額）の支援金 

【問合せ先】 学校等休業助成金・支援金等相談コール

センター ０１２０－６０－３９９９ 

巡回バスを運行すると人口減少に拍車？ 巡回バス請願への反対討論 

 

  

  

3月議会最終日、「江南市に巡回バスを走らせることを求める

請願」に対し、議員が行った反対討論の内容が「おかしすぎる」

と疑問の声があがっています。要旨の一部を紹介します。 

 

 「令和2年3月策定予定の江南市立地適正化計画では、人口

減少や超高齢化社会を見据え、コンパクトエリア内への集約的 

都市構造の形成を進めることとしている。 
 

仮に巡回バスを市内全域に整備した場合、更なる居住地

の分散化を招くことが懸念され、人口減少とともに人口密

度の低下に拍車がかかり、医療・商業施設などの生活利便

施設の撤退、路線バスをはじめとする公共交通の撤退や縮

小、空き家・空き店舗の増加、地域コミュニティの機能低

下など、市民生活に様々な影響を及ぼすことが懸念され

る。・・・」 
 

困り事、ご要望は日本共産

党議員団まで。ご一緒に解

決までご相談に応じます。 

mailto:kakenom@xj.commufa..jp

